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― 行革国民会議ニュース ― 
 

首相の所信表明演説を読んで 
 

 ９月２１日に第１５０国会が始まり、その冒頭に

森首相の所信表明演説が行われた。なにをいってい

るのか、その全文を翌日の新聞で読んでみた。 

 今回の演説の中心は「国民運動としてのＩＴ革

命」におかれているようである。「日本型ＩＴ社会

の実現」とか「５年後には情報通信の世界の最先端

国家に仕上げていく」とか元気のいい文言が飛び交

い、「ＩＰバージョン６」などという聞き慣れない

（恐らく読んだご本人も分からない）術語も混じっ

ている。果たして一国の総理がこうまでＩＴ、ＩＴ

と連呼する必要があるのか、ＩＴという概念と国民

運動とは妙な取り合わせではないか、また、本当に

ＩＴ革命を徹底すると今の政権に不都合なことがい

っぱい生じてくるのではないかなどと冷やかしの気

分になるが、しかし、これまで後ろ向きの暗いジメ

ジメした経済の話がようやく前向きになったという

ことの表れであると解釈して、これ以上揚げ足取り

をすることは控えたい。 

 第２の柱は教育改革である。その内容としては、

少人数授業の実施、十分な適性を有しない教員への

対策、授業妨害やイジメへの対応、家庭教育の充実、

奉仕活動や体験活動の促進、教育委員会の活性化な

どが挙がられており、そのため来年の通常国会を教

育改革国会と位置づけて関連法案を提出する、また、

教育基本法の見直しも成果を得たいということであ

る。この翌日には教育改革国民会議が中間報告「教

育を変える１７の提案」を発表したが、問題はこれ

を誰がどのような方法で実現するのかということだ

ろう。文部省が旗振りをしていい結果になるとは到

底思われない。むしろ、首相の演説にはなかったが、

翌日の１７の提案の中の一つ、「コミュニティ・ス

クール」の構想は、新しい道を開く可能性があるか

もしれない。これは第２分科会の主査である金子郁

容慶応幼稚舎長の提案とあるが、現在の肩書きはと

もかく、金子氏はボランティアやコミュニティの研

究者としても知られており、一度その考えを聞く価

値はあるかも知れない。 

 次いで社会保障、経済対策、補正予算と２００１

年度予算、公共事業見直し、経済構造対策に主題は

移るが、特に新味があるわけではない。社会保障の

基本は保険方式であること、当面は景気回復に軸足

をおき補正を組んだこと、経済が自律回復軌道に乗

る前に性急に財政再建を優先させることはしないこ

となどが確認点だろう。公共事業の見直しを「公共

事業ビッグバン」と名付けているのは、いささか妙

なネーミングである。大盤振る舞いと誤解されよう。 

 狭い意味での行革関連では、中央省庁再編につい

て、「歴史的な改革を真に実効あるものとするため、

全力を尽くす」と述べているが、これは全く意味の

わからない文章である。また、来年３月には新たな

規制緩和３カ年計画を策定すること、年内に行革大

綱を策定すること、そのなかには特殊法人問題と

「基礎的自治体の在り方も視野に入れた地方分権の

推進」などが盛り込まれるとのことであるが、後段

は市町村合併の推進のことであろう。政策評価のた

めの法案は「次期通常国会に提出を目指し、検討を

進める」とややぼかした表現となっている。. 

 最後に外交問題が来るが、国会における首相の所

信表明演説でＩＴが最初で外交が最後というのが本

当にいいのかどうか。なお、朝鮮半島の緊張緩和に

全力を尽くし、また、中国とも友好協力のパートナ

ーシップの一層の進展に努力するといいつつ、有事

立法については必要であると言い切っていることに

は注意が必要である。 

 首相の所信表明演説は結構の長文である。しかし、

全文を読んでみても、琴線に響くものはない。しか

し、所信表明演説とは行政機関の長がこれからのご

く短期的な事業計画を発表するものに過ぎないと割

り切れば、哲学や思想などが無くても仕方がないの

かもしれない。          （並河 記） 
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特殊法人の情報公開と今後の改革方向 
 

ここにご紹介するのは、さる８月７日に開催された第２３回定時総会後の討論会の模様です。討論におけるご出席者の発言内容は
事務局で丸めましたので、文責はすべて事務局にあることをお断りしておきます。 

Ⅰ 報告と問題提起 

東洋大学経済学部教授 松原  聡 

（特殊法人情報公開検討委員会参与） 

 

１ 経緯 
 １９９９年７月に特殊法人情報公開検討委員会

が発足し、約１年間議論を行い、その結果が２０

００年７月２７日に森総理に提出された。そこで、

その間の議論についてまずご紹介したあと、これ

を今後の改革にどう結びつけるかについてお話し

したい。情報公開をすれば特殊法人の問題が全て

クリアされるわけではないからである。 

 ９９年５月に行政機関情報公開法が成立し、来

年の４月からスタートする。この法案作成の検討

にあたって、情報公開の対象として行政機関だけ

でいいのか、特殊法人なども含めるべきではない

のかについて激しい議論が行われたわけであるが、

結局、特殊法人というのはさまざまなものがあっ

て、それを全て纏めて情報公開させるわけにはい

かないということになった。それと引き替えに、

同法に、２年以内に特殊法人についても法律を整

備するということとなった。そこでこの検討委員

会が設けられたわけである。 

 このようなスケジュールが決まっていることか

ら、委員会は１年以内に報告を出せということに

なり、７月２７日に報告書がまとまったわけであ

る。今後、これにもとづいて法案を準備し、来年

の通常国会に提出して、行政機関情報公開法に２

年遅れで実施されるというスケジュールとなって

いる。 

 

２ 作業の目的 
 私が検討委員会の議論に参加して最初にとまど

ったのは、委員会の主流の議論が情報公開の対象

とすべきものとすべきでないものとをどうやって

分けるかという議論であったことである。私は、

政府が法律で作った特殊法人というものは当然全

て情報公開の対象となり、また、日銀などの認可

法人や財団・社団のなかで特定の業務を法律で指

定されて行っている「指定法人」などもまとめて情

報公開の対象とすべきだという立場であったから、

最初はなぜそんな議論を行っているのか分からずに

激しいやりとりになった。 

 途中で様子がわかってきたのは、今回の議論の大

前提として、「特殊法人の情報公開」ではなくて

「政府の説明責任を全うする」ための仕組みを考え

ることが目的となっているということである。そう

なると、特殊法人とか認可法人などを、政府なのか

政府でないのかという仕分けする作業を行うことに

なる。委員会の内部では、法律があれば公開の対象

だという私のような議論と、政府の説明責任なのだ

から一つ一つについて政府の一部を構成しているか

どうかを判断していかなければならないという議論、

それからもっと広く、政府がカネをつかったところ、

税金が流れるところはすべて対象とすべきだという

議論があった。しかし、最終的には政府の説明責任

という観点から、特殊法人や認可法人について、政

府か政府でないかを区別していく作業を行うことと

なった。 

 

３ 振り分け基準とグレイゾーン 
 対象となる法人は２４０あまりあったが、そのす

べてを個別に検討するのは大変なので、基準を２つ

設けた。ひとつは、その法人について政府の出資が

あるかどうか。出資があれば、これは政府の一部を

構成すると見る。もうひとつは、その理事長などが

大臣の任命になっているかどうか。この２つの基準

のどちらかに引っかかれば、政府と見なして法律の

対象にするということとなった。ここで問題となっ

たのは、役員が政府の任命ならば対象となり、認可

だと対象とならないが、この双方に実態上に違いが

あるのかということであった。しかし、認可と任命

とは違う、認可は特殊法人側に主体性があるという

こととなって、認可の場合は含めないこととなった。 
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 しかし、この２つの基準でスッパリ切るという

わけにはいかず、いくつかのグレイゾーンがでて

きた。その中でとりわけ議論となったのはＮＨＫ

である。先ほどの基準から行くと、経営委員会に

委員は国会承認による内閣任命なので対象となる

わけであるが、グレイゾーンとなった。もう一つ

は特殊会社で、これは政府出資（ＪＲだけは特殊

法人出資という形）であり、本来ならば入ること

となる。しかし、これらはそもそも民間としてつ

くったものだから、政府の一部と言っていいのか

という議論になった。もう一つは日銀である。こ

れは、これまで政府から独立させようという努力

を続けてきたのに、ここで政府の一部としていい

のか。最後が船舶振興会である。これはグレーで

も何でもなくて真っ白である。政府出資もなく政

府任命もない。ただ、国民が疑問に思っているも

のを外してこの委員会は恥ずかしくないのかとい

う気持ちがあって、これもグレイゾーンとなった。 

 

【ＮＨＫ】 

 ＮＨＫは法律によって強制的に受信料を国民か

ら取っており、罰則規定がないだけある。経営委

員会については内閣総理大臣任命であるから、形

としては法律の対象となる。しかし、報道の中立

性ということが議論となった。ＮＨＫ側が、中立

性を犯されるから公開しないと主張するのに対し、

私などは放送法によって放送の公共性というのは

民間放送も一緒に法の網に掛かっているわけで、

株主総会で経営の問題が取りあげられると放送の

公共性が保てないのか、ＮＨＫだけの問題ではな

いだろう、とかいろいろ議論が行われた。 

しかし最終的には、ＮＨＫが国の一部を構成す

るとは見られないだろう、政府の情報を国民に報

道する機関ではないだろう。したがって、政府の

説明責任といったときの政府の中にこのＮＨＫを

含めることは無理があるということになり、ＮＨ

Ｋは法の対象から外れることとなった。しかし、

ＮＨＫは政府の一部ではないから今回の情報公開

法の対象から外しただけであって、ＮＨＫの業務

自体については国民の関心は高い。受信料の不払

いの問題もあればデジタル化の問題もある。した

がって、ＮＨＫは別の枠組みで情報公開を検討す

べしという条件が付くこととなった。 

 

【特殊会社】 

 次が特殊会社であるが、これも大変な議論となっ

た。私などは、特殊会社とは政府がつくった会社で

あって、いくら株式会社といってもたとえばＮＴＴ

は政府が３分の１以上の株を持たなければならない

こととなっている。ということは株主総会における

実質的な決定権を政府が握っていることではないか。

しかも、代表取締役の選任は主管省である郵政省の

認可事項となっている。したがって、株主総会で取

締役を決めてもそれがそのまま決まるというわけで

はない。事業計画についても、政府に全般的な監督

権限がある。したがって、特殊会社といえども情報

公開法の対象とすべきだと主張したわけである。 

 しかし、反対意見も多く、そもそも民間に即した

形で設立したこと、又、東証第１部に上場している

事実を重く捉えるべきである、そこでかなり情報の

公開がされていると見るべきだという議論の流れの

なかで、特殊会社については政府出資があるにもか

かわらず、その設立の趣旨からして原則外すという

ことになった。 

ただ、最後まで議論が分かれたのは関西国際空港

株式会社である。この会社は上場会社ではない、一

般株主は３０００人いるというが、オープンな形で

上場はされていない。業務の中身を見たときに、国

からの直接の税金という形ではないが、政府保証債

が相当入っている。それから、空港建設の業務自体

をこの会社が決めているのではなくて、政府が決め

ている。そういうことから考えると、この会社を情

報公開法の対象から外すということはいいのかとい

う議論となった。 

関西国際空港側は、「仮に当会社が、一般企業に

要求される以上の情報公開を行うことによって、弾

力的・効率的な企業的経営が困難になるとすれば、

民間株主の財産権を侵害するおそれがある」との理

由で情報公開は嫌だと強くいってきたのだが、ここ

は最終的に委員会としては公開しないというわけに

はいかないと公開の対象とした。ただ、ウルトラＣ

の妥協案が出てきて、関空の業務を２つに分けて、

空港建設に関することは情報公開の対象とするが、

ホテルや売店などのそれ以外の業務については対象

外とすることとなった。どちらか分からないものは

対象とする。つまり、原則としては対象となるのだ

が、確実に空港建設から所轄が分かれているものに

ついては対象外とすることとなった。 
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【日銀】 

 日銀については、日銀側がヒアリングの席上、

「日銀の組織上及び業務上の特殊性が、法制化の

過程で十分に考慮されるならば、日銀に対して何

らかの法律上の情報公開義務が課せられることに

なったとしても、格段異論がない」と述べて、自

ら対象となることとなった。これまで何十という

特殊法人や認可法人のヒアリングを行ったが、こ

うも気持ちよくＯＫといってくれたところは極め

て稀なケースで、これはこれまで日銀が散々叩か

れてきた結果なのかとも思った。ただ、この法律

の趣旨からすると、政府の一部だから公開させる

という論理建てであるから、それと日銀の中立性

とは一部バッティングすることとなる。なお、も

し日銀がどうしても公開や嫌だと言い張ったなら

ば公開の対象に出来なかったのではないかと思う。 

 

【船舶振興会】 

 船舶振興会は、先の二つの基準からすれば対象

外になるのであるが、ここを外したならばこの報

告全体が国民から評価されないことになるという

ことで、対象とした。ただ、ここだけを取りあげ

る訳にはいかないので、ギャンブル関係法人とい

うことで地方競馬会その他を一緒にして考えるこ

ととした。 

政府がギャンブルをやっていると見られるのは

具合が悪いが、本来刑法で禁じられている行為が

政府が絡むことにより違法性が阻却されていると

いう意味で、対象としたという論理建てである。

しかし、船舶振興会はギャンブルをやっているの

ではなく、そこで得たお金を配っている団体であ

る。しかし、そこも広い意味でギャンブルの行為

の一部と考えるということで対象に加えることと

した。 

 

４ 作業の特色 
 以上のように、政府の行為ということに絞った

ため、特殊法人などを全部対象とは出来なかった

が、２つの基準で仕分けをし、グレイゾーンは個

別に検討して振り分けを行った。その過程で細か

な議論はいろいろあった。たとえば、ＮＨＫにつ

いては受信装置を持っているひとは受信料支払い

義務があるが、受信者イコール国民ではない。そ

うした場合、国民に対する情報公開と考えるのか、

あるいは受信料を払っていないものは請求権がな

いのかとか、いろいろな議論がある。これはおそら

くこれからＮＨＫの情報公開を議論するときの問題

点となるだろう。 

 なお、委員会の議論の殆どはこの対象法人を絞る

ところに費やされ、情報公開の仕組みそのものは情

報公開法に依拠したものとなった。 

 また、対象の範囲としては特殊法人のほか認可法

人を加えること、また、途中で特別行政法人も法律

が出来てこれも対象となった。そのほか、指定法人

も対象となり得るだろう、つまり、関空が入ったわ

けだから中部国際空港はどうなるかということにな

る。これもヒアリングをやったが、実は指定法人に

ついては誰も全貌がつかめない。どこかが調べると

７２０、他が調べると５９０と実態が不透明で、そ

うしたなかでどこかを入れると、なぜうちが入って

あそこが入らないのかという問題が生ずるので、法

律としては整理しきれない。また、全てをチェック

するには時間が足りないということで、問題はある

が時間切れということになった。 

 もう一つの特色は、情報公開というのは国民の情

報開示請求権と対象機関の自らの情報提供義務とい

うのが車の両輪となっている。先に成立した行政機

関情報公開法は開示請求権を中心としたものである。

情報提供については、非常に抽象的に、「努めなけ

ればならない」といった規定が１～２行あるだけで

ある。ところが、特殊法人等の情報公開法の場合は、

情報の提供に関してしっかりと法律の中に書き込む

べきだ、要するに各特殊法人その他はホームページ

等を使ってきちんと情報提供すべきだときちんと書

き込まれた。車の両輪が行政機関情報公開法よりは

かなり書き込めたといえると思う。 

 

５ 今後の改革 
 今後の特殊法人改革はどうなっていくのか。私自

身としては検討委員会で、法律があるなら全部対象

とすべきだと主張して負けたわけであるが、その結

果、政府でないとの理由で対象から外れた特殊法人

等がいっぱいある。どれだけあるかについては、こ

こはこの検討委員会報告の良いところであり私も頑

張った成果だと思うが、対象となったもの、ならな

かったものを報告書の最後に一覧表として掲げてあ

る。 

したがって、情報公開法の次に是非進めなければ

いけないと思うのは、対象から洩れたところである。

民間法人化されたといっても農林中央金庫法はある。
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（附表） 検討対象とした特殊法人等一覧 

 

（注 1） 見出し【��� 関係】とあるのは、「第 2 対象法人」の記述との対応関係を示す。 

（注 2）      は、本法則の対象外とされる法人を示す。        

(平成 12 年７月１日現在) 

 特  
 殊  
 法  
 人  
【78】  

【第２（対象法人）の１関係－理事長等任命又は政府出資がある】 56 法人 

 〈公団〉 

   
  水資源開発公団、地域振興整備公団、緑資源公団、石油公団、日本鉄道建設公団、新東京国際空港公団、

日本道路公団、都市基盤整備公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団、本州四国連絡橋公団 

 〈事業団〉 

  

 宇宙開発事業団、科学技術振興事業団、環境事業団、国際協力事業団、 日本私立学校振興・共済事業団、

社会福祉・医療事業団、年金福祉事業団、農畜産業振興事業団、金属鉱業事業団、中小企業総合事業団、運輸

施設整備事業団、簡易保険福祉事業団、労働福祉事業団 

 〈公庫〉 

  
 沖縄振興開発金融公庫、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、住宅金融公庫、公営企

業金融公庫 

 〈特殊銀行、金庫〉 

   日本政策投資銀行、国際協力銀行、商工組合中央金庫 

 〈その他〉 

  

 帝都高速度交通営団、北方領土問題対策協会、国民生活センター、日本原子力研究所、理化学研究所、核燃

料サイクル開発機構、公害健康被害補償予防協会、奄美群島振興開発基金、国際交流基金、日本育英会、国立

教育会館、日本芸術文化振興会、日本学術振興会、放送大学学園、日本体育・学校健康センター、社会保険診

療報酬支払基金、心身障害者福祉協会、農業者年金基金、日本貿易振興会、新エネルギー・産業技術総合開発

機構、国際観光振興会、雇用・能力開発機構、日本労働研究機構 

   

【第２（対象法人）の１関係－理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 １法人 

 日本勤労者住宅協会 

   

【第２（対象法人）の２の（１）関係－公営競技関係法人】 ５法人 

 日本中央競馬会、地方競馬全国協会、日本自転車振興会、日本小型自動車振興会、（財）日本船舶振興会 

   

【第２（対象法人）の２の（２）関係－特殊会社】 13 法人 

 

・ 日本たばこ産業株式会社、 電源開発株式会社、北海道旅客鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、東海旅

客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株

式会社、日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社 

 ・ 関西国際空港株式会社 

   

【第２（対象法人）の２の（３）関係－共済組合等】 ２法人 

 農林漁業団体職員共済組合、勤労者退職金共済機構 

   

【第２（対象法人）の２の（４）関係】 １法人 

 日本放送協会 
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 独  
 立  
 行  
 政  
 法  
 人  
【60】 

【第２（対象法人）の本文及び１関係－理事長等任命又は政府出資がある】 60 法人 

 

国立公文書館、駐留軍等労働者労務管理機構、通信総合研究所、消防研究所、統計センター、酒類総合研究所、
国立特殊教育総合研究所、国立オリンピック記念青少年総合センター、大学入試センター、国立女性教育会館、
国立青年の家、国立少年自然の家、国立国語研究所、国立科学博物館、物質・材料研究機構、防災科学技術研究
所、航空宇宙技術研究所、放射線医学総合研究所、国立美術館、国立博物館、文化財研究所、国立健康・栄養研
究所、産業安全研究所、産業医学総合研究所、農林水産消費技術センター、種苗管理センター、家畜改良センタ
ー、肥飼料検査所、農薬検査所、農業者大学校、材木育種センター、水産大学校、さけ・ます資源管理センタ
ー、農業技術研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所、農業工学研究所、食品総合研究所、国際農
林水産業研究センター、水産総合研究センター、森林総合研究所、経済産業研究所、工業所有権総合情報館、日
本貿易保険、産業技術総合研究所、製品評価技術基盤機構、土木研究所、建築研究所、交通安全環境研究所、海
上技術安全研究所、港湾空港技術研究所、電子航法研究所、北海道開発土木研究所、海技大学校、航海訓練所、
海員学校、航空大学校、自動車検査独立行政法人、国立環境研究所、教員研修センター  

 

 (注) 独立行政法人については、平成 12 年 7 月１日現在で、各法人の個別法が制定されているものを掲げた。  

 認  
 可  
 法  
 人  
【84】 

【第２（対象法人）の１関係－理事長等任命又は政府出資がある】 24 法人 

 

平和祈念事業特別基金、自動車安全運転センター、総合研究開発機構、海洋科学技術センター、預金保険機構、
日本万国博覧会記念協会、通関情報処理センター、産業基盤整備基金、医薬品副作用被害救済・研究振興調査機
構、農林漁業信用基金、海洋水産資源開発センター、野菜供給安定基金、農水産業協同組合貯金保険機構、生物
系特定産業技術研究推進機構、情報処理振興事業協会、基盤技術研究促進センター、自動車事故対策センター、
空港周辺整備機構、 海上災害防止センター、造船業基盤整備事業協会、通信・放送機構、日本障害者雇用促進協
会、日本下水道事業団、地方公務員災害補償基金 

  

【第２（対象法人）の１関係－理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 12 法人 

 
日本税理士会連合会、日本公認会計士協会、日本赤十字社、厚生年金基金連合会、石炭鉱業年金基金、漁船保険
中央会、全国農業会議所、全国農業協同組合中央会、全国中小企業団体中央会、日本商工会議所、全国商工会連
合会、全国社会保険労務士会連合会 

  

【第２（対象法人）の２の（３）関係－共済組合等】 47 法人 

 

各省各庁等の共済組合【25】（総理府、防衛庁、防衛施設庁、法務省、刑務、外務省、大蔵省、印刷局、造幣
局、文部省、厚生省、厚生省第 2、社会保険職員、農林水産省、林野庁、通商産業省、運輸省、郵政省、労働
省、建設省、衆議院、参議院、裁判所、会計検査院、国家公務員共済組合連合会職員）、国家公務員共済組合連
合会、日本たばこ産業共済組合、日本鉄道共済組合、警察共済組合、公立学校共済組合、地方職員共済組合、東
京都職員共済組合、指定都市共済組合【10】（札幌市、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、
広島市、北九州市、福岡市）、全国市町村職員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会、議会議員共済会
【３】（都道府県議会議員共済会、市議会議員共済会、町村議会議員共済会） 

  

【第２（対象法人）の２の（５）関係】 １法人 

 日本銀行 
 

 

  （民間法人化された特殊法人及び認可法人 ）  

 特  
 殊  
 法  
 人  
【8】 

【第２（対象法人）の１関係－理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 ８法人  

 
農林中央金庫、東京中小企業投資育成株式会社、名古屋中小企業投資育成株式会社、高圧ガス保安協会、大阪中
小企業投資育成株式会社、日本電気計器検定所、消防団員等公務災害補償等共済基金、日本消防検定協会  

 

 認  
 可  
 法  
 人  
【12】 

【第２（対象法人）の１関係－理事長等任命がなく、かつ政府出資がない】 12 法人 

 
製品安全協会、軽自動車検査協会、小型船舶検査機構、中央労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協
会、郵便貯金振興会、建設業労働災害防止協会、鉱業労働災害防止協会、中央職業能力開発協会、林業・木材製造
業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、危険物保安技術協会 

 

（注）  「民間法人化された特殊法人及び認可法人」とは、臨時行政調査会第 5 次答申（昭和 58 年 3 月 14
日）における特殊法人等の自立化の原則に基づき措置されたもの。当該法人の事業の制度的独占を排除

するとともに、政府出資の制度上・実態上の廃止、役員の自主的選任等の政府の関与を最小限のものと

する等の制度改正が行われたものである。 
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しかし、これは政府ではないということとなった。

私は、これらは廃止するか完全に民営化するかが自

然なのではないかと思う。今回の検討でこれらが非

常に中途半端な存在であることが明らかとなった。

逆に言えば、今までの特殊法人改革がなかなかうま

くいかなかったのは、いろんなものがありすぎた。

船舶振興会から道路公団、ＮＴＴなどいろんなもの

がアドホックにつくられた。北方領土協議会という

のもある。このわかりにくさというものが政府か政

府でないかに分けたことによって、大分すっきりし

た。この政府でないとされた特殊法人等については、

廃止か完全民営化を迫っていくのが流れとして自然

だと思う。 

 もう１点は、橋本首相のやった行政改革会議の最

終報告からの抜粋であるが、要するに独立行政法人

を作るときに、完全に負のお手本が特殊法人であっ

た。そうならないようにしたのが独立行政法人であ

る。独立行政法人の場合には通則法がまず出来た。

通則法でしっかり縛りを掛けた上で個別法を作った。

では、この悪い見本の特殊法人はどうするのかとい

うことになる。ここで、この独立行政法人と特殊法

人の関係については、行政改革会議は「徹底した見

直しを行った上で独立行政法人化の可否についても

検討の視野に入れる」ということになっている。し

たがって、今回政府であるという理由で情報公開法

の対象となったものは独立行政法人化していくべき

だと考える。独立行政法人の制度が完璧だとは思わ

ないが、今まで抱えてきた特殊法人の問題の反省の

上に立っている制度であることは間違いない。また、

付表の網掛けの部分については、先ほどいったよう

に廃止か民営化する。このように、この表を使って

もらえるのであれば、今回のこの情報公開の議論は

ただ単に特殊法人を情報公開の対象としたというだ

けでなく、特殊法人、認可法人、指定法人といった

政府の外延にある政府系法人を整理するときの一つ

の物差しとなる。自民党でも又議論を始めており、

サンセット法案のような報道もあるが、私は一番中

核にあるのは特殊法人の独立行政法人化だろうと思

う。 

 お金の流れについては、税金が流れるところは公

開の対象とすべきだとの主張もあった。イギリスな

どはそうなっている。公共事業受注したところはそ

の業務に対して情報公開の対象とするとなっている。

私立大学も国から補助金を貰えば会計検査院の検査

の対象となっている。しかし、私立大学は国の組織

かといわれると引っ込まざるを得なかった。本当の

意味では政府が作った政府系法人だけでなく、お金

を受けた民間、あるいは政府のアウトソーシングを

受けた企業というもの実は公開の対象とすべきでは

ないかと思うのだが、そこは議論の先の又先の話で、

審議会でも問題提起をしただけに終わっている。 

 

 

Ⅱ 質疑・討論 

 

１ 特殊法人の情報公開 
【議論の前提について】 

田中：特殊法人の情報公開の議論をするときに、

「政府の国民に対する説明責任が全うされるように

する」ことを前提とすることが本当に正しいのか。

特殊法人は必要があるから作られた公的存在である

から、政府の説明責任というよりは特殊法人自体の

説明責任と考えるべきではないか。逆に、たとえば

私立大学についても政府は金を使っているし、だか

らこそ会計検査院の検査も入る。その限りでは説明

責任はあることになる。なぜ、ここで政府の説明責

任という概念を持ち出したのか、またその考え方も

すっきりしない。 

 情報公開は政府の義務であり、特殊法人について

は、それは公的存在であっても、政府の一部を担っ

ているところとそうでないところがあるという理解

なのか。 

 

松原：私は田中さんと同じ意見で、それを随分いっ

て駄目だったわけである。要するに、この委員会は

行政機関情報公開法のなかの４２条で特殊法人につ

いては別途検討ということから始まっている。審議

の初めの時にいろいろ議論があって、そうなるのも

仕方がないなと思ったのは、行政機関情報公開法の

中のどっかに何条かくっつけて、特殊法人とは何か

という規定を設ければそれで済んでしまうという議

論が出たくらいで、行政情報公開法が非常に強くそ

のベースとなっている。そうすると、行政情報公開
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法が主権者たる国民に対する政府の説明責任が全う

されるようにと書いてある以上、それがそのまま横

滑りして特殊法人についても当てはまるのだといわ

れたわけである。私は最後まで腑に落ちなかったの

だが、この議論はどう頑張っても全く揺らぐことな

く、どうしようもなかった。 

 

司会：そもそも行政情報公開法の議論の時、なぜ、

特殊法人も含めないのか、特殊法人も対象として、

その範囲は政令で定めると１行入れればそれで十分

ではないか、という意見もあったくらいだから、今

回の作業は行政情報公開法の幹の上の枝葉という位

置づけになっている。 

 ところで、今回対象から外された特殊法人につい

ても、その法人についての情報は主務官庁は持って

いるわけだから、本省に対して我々は請求権はある

という理解でいいのか。 

 

松原：そうなると、なにもやらなくてもいいことに

なる。ただ、そこは重要なポイントなので、ヒアリ

ングの時も特殊法人だけでなく主務官庁からも意見

を聞いた。そこで出た意見は、全ての情報を主務官

庁が把握しているわけではない。したがって、直接

事業を行っている法人に対するダイレクトな請求権

というのは大事だということになる。逆に言うと、

この法律が施行されると特殊法人も過去の書類をす

べてファイルしなければならなくなる。そういった

資料が全て主務官庁にあるかといえば、これはない。 

 

司会：今回、対象外となった法人について、その主

務官庁に請求したとき、これは対象外となった法人

だからといって門前払いとなることはないのか。 

 

松原：報告書の中の文章にはなっていないが、議論

の過程でちょっと話題になったときに、当然請求の

対象に含まれるという答がありみなさんも納得して

いたから、駄目ということにはならないと思う。 

 

得本：特殊会社の中にはＪＲとかＮＴＴ、ＪＴなど

民営化されたものが含まれる。そういったところが

今回の情報公開法の対象に含まれるかどうかについ

て、どのようなスタンスを取ったのか。つまり、な

んのために公開の網から逃れようとしたのか。 

 

松原：情報公開してもいいといったのは日銀だけだ

った。なぜ、ほかが嫌がったかといえば、過去の情

報を全てファイリングして整理しなければならない

という手間の問題がある。小さい法人の場合、うち

はどうやったらいいのか途方に暮れているところも

ある。 

 ＮＴＴなどはすでに上場し情報公開しており、し

かも一般企業と競争関係にある。こうしたときに一

般企業以上の情報公開を要求されると会社の運営上

大きなマイナスとなる、引いては株主に申し訳ない、

という理由を述べている。ＮＴＴの東西地域会社の

意見を紹介すると、「既に地域通信市場において厳

しい競争にさらされていることから、今以上の情報

開示を義務づけられた場合には他事業者との自由な

競争を制限され、経営上大きな損害を蒙る」。持株

会社は、「多数の一般株主が存在するが、今以上の

開示が義務づけられると競争が制限され、一般株主

の利益に反し、その財産権を侵害するおそれがあ

る」というような形で絶対嫌だと主張したわけであ

る。 

私はそれでも入れるべきだと思っていたが、どう

も駄目だったので、最後に記録に残すために、「日

米協議で経営の根幹の接続料が変えられてしまうよ

うな会社を情報公開法の対象に加えることが出来な

かったのは、私としては断腸だ」と発言しておいた。

ただ、委員の大半は私と違って、ＮＴＴは対象から

外していいという意見だった。上場している、競争

している、株価でチェックされているということが

判断の基準になったようであるし、また、ＮＴＴ側

も自分たちは一般の企業以上に情報公開していると

いう資料をいっぱい持ってきたので、それが効を奏

したのかも知れない。 

 

北市：情報公開法制定の時、よく外国の例が引き合

いに出されたが、今回は諸外国の類似の例を調べた

のか。また、自治体の公社や第３セクターなどの情

報公開について、国の法律で網を掛けるとか、そう

いうような議論があったのかどうか。 

 

松原：外国の件については、私は行かなかったが調

査にいっている。アメリカ、フランス、ドイツ、イ

ギリスに調査にいっているが、しかし、その結果は

あまり参考にしなかった。他の国は全部に網を掛け

ているわけで、イギリスなどは先ほどもいったよう

に公共事業の受注先についても網がかかっていた。

調査した結果、日本よりも相当網のかけ方は広かっ
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たということは明らかとなっている。日本は政府の

一部を構成するかどうかで仕分けしたからである。 

 地方自治体については、報告の最後に「地方公共

団体においては、本意見を参考にされるとともに」

と書いてあるが、実にこれは不遜な書き方で、自治

体の方が情報公開は進んでいて４７都道府県全てが

既に情報公開をやっていて、遅れているのは国の方

なので、この書き方はいかがなものかといったのだ

が、まあ、こういう書き方になった。最後に出来た

だけに自治体にとっても参考になるという自負があ

るのかも知れない。市町村レベルでもやっていると

ころが多い。 

 

田中：公社や第３セクターなども条例ですでにやっ

ているという意味か 

 

松原：そうではない、外れているところもいっぱい

ある 

 

司会：ただ、ここ１～２年、３セクの経営破綻が多

いので、条例を改正して情報公開の対象に加えると

ころがあちこちで出だしている。ただそれも、開示

請求権を認めるところとそれぞれの機関に情報公開

の努力を促すところと２種類あるようだ。いずれに

しても、松原さんのいわれるように、地方の方が先

をいっていると思う。 

 

鈴木：情報公開法を作るとき委員をやったのだが、

特殊法人を入れるべきだというのは私ともう一人く

らいだった。駄目だという理由はやっていることが

バラバラであるというのだが、そうなると中央省庁

もバラバラであって、仕事がバラバラだから一括処

理出来ないという理由にはならない。なにをいいた

いかというと、その程度でしか特殊法人の問題を認

識していなかったということである。国との距離が

近いところと遠いところがあるともいうのだが、そ

ういうのならば国の研究所の末端組織などは特殊法

人よりも遙かに遠いところもある。ああいえばこう

いうという具合で、こっちも面倒くさくなって議論

をやめてしまった経緯がある。 

 それにしても、政府の説明責任を根拠とした今回

の作業は、特殊法人の本質についてどのような理解

のもとに行ったのか疑問である。全く哲学がない。

特殊法人というのは元々政府から独立して経営する

ことを狙いとして作られたものであったのに、自主

的経営権がないということが何十年もわたって議論

の的だったわけである。それが今度は政府に代わっ

て説明するというのだから、本音をとうとう暴露し

たということになる。 

本音を言い出したときに、今度の逃げ込み先は独

立行政法人で、もっと政府に近いところに入れてし

まおうというのでは本末転倒ではないか。松原さん

はそれが今後の改革の道だといわれたが、これはあ

きらめの精神であり、逆流であって、本来はその方

向であってはならない。 

 独立行政法人も、非国家公務員型にするのが本則

である。ただ労使関係などから官庁から分かれてき

たものは国家公務員型に半永久的になる。本則に基

づくものはほとんどないというおかしな現象になっ

ている。そこに目を付けるのが特殊法人であって、

これを非国家公務員型の独立行政法人にすれば数が

揃って格好が付くことになる。全く、理念・哲学の

ない作業が行われることになる。 

 基本は、これらの法人を民営化して民間企業と同

じものとしていくことではないか。なぜ、これが出

来ないかというと、そんなことが出来るものはもう

ないということである。そんな法人がなぜ存続でき

るかというと、国からお金が流れてきて使え使えと

いわれるから存続できる。議論はこれに尽きてしま

う。となれば、そういうことに何らかの手が打てる

ということが前向きの話であって、今回の情報公開

はそういう点から考えると踏み込み不足だったよう

に思う。 

 もうひとつは、この対象外となった法人の中の最

悪のものは「民間法人化された特殊法人・認可法

人」である。これは私の土光臨調の時の最大のミス

テイクなんだが、理想は正しかったが、本当の民間

法人になっていくというところがすっ飛ばされてし

まった。「民間法人化」という概念はないはずなん

だが、そんな特設ポストを作ってしまって、そこで

永久にどこからもチェックされない法人になってし

まった。しかも、かなり国家の権力的な仕事もやっ

ている。ここら辺の問題がそのまま手つかずになっ

てしまっている。 

 ＮＨＫについては、どう考えても報道の自由と経

営の効率化の問題とは別であり、国民は国会がしっ

かりチェックしてくれるという期待をもてるのかと

いう問題をもっとまじめに考えなければならないと

いうことだと思う。 
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田中：政府の説明責任が大前提で２つの基準を作っ

たというのだが、政府の説明責任ということになる

と、ある法人を監督している場合には当然政府には

説明責任があることになる。３分の１でも出資して

いれば、政府は権利行使をするわけだから説明責任

があるはずである。逆に、説明責任がないというこ

とだと、政府には権限がないということになる。権

限が少しでもあれば説明責任はあるはずである。 

 上場会社の場合、証取法やその他で情報公開が行

われているとか、競争関係の有無とか、これ以外の

基準が別途にあればいいのだが、政府の説明責任一

本槍で仕分け作業をしたところに論理的な面での問

題点があるのではないか。 

 

松原：独立行政法人の問題は審議会では当然対象と

するとあっさり割り切って、それ以上の審議は行っ

ていない。したがって、特殊法人を独立行政法人に

持っていくというのは、私個人の意見である。 

 独立行政法人の議論の原型はイギリスのエージェ

ンシーであるから、一応政府の外に出してマーケッ

トの洗礼を受けさせるということであって、生き延

びるかどうかは保証の限りではない。ところが日本

の独立行政法人は、おそらく未来永劫残る形となっ

た。また、公務員型の特定独立法人が殆どで非公務

員型の一般独立行政法人は４つしかない。その点か

らも鈴木さんのいわれるように、この制度はおかし

なものとなっていることは確かだ。 

 さきほど特殊法人を独立法人に入れて見たらとい

ったのは、そこでマーケットの洗礼を受けさせると

いう甘い期待があったのかも知れず、鈴木さんに一

喝されて撤回しなければならないかも知れない。 

 「民間法人化された特殊法人」についてはこのリ

ストにのせるだけでも大変だった。最初から対象外

だという雰囲気に対して法律があるのだから検討の

対象にしてくれと粘って、とりあえずリストに入っ

たということで、その存在を世に知らしめるという

ささやかな目的を達成したわけである。 

【ＮＨＫについて】 

 ＮＨＫについては非常におかしな議論があって、

報道の自由とか公平性とかいうことがしょっちゅう

持ち出された。しかし、放送法を読めば放送の公共

性とか何とかいうのはＮＨＫだけではなく、電波を

使う全報道機関に対してかけられている。日本テレ

ビなどの民間の上場会社は、株主に対して情報公開

をやっているのだから、ＮＨＫがやれないわけがな

いだろうという議論はやった。 

ただ、放送法を読むと、ＮＨＫには特別に公共の

福祉のために、良質な番組を作りあまねく日本全国

で受信できるようにしなければならないとなってい

る。これは民間には要求されていないことである。

しかし、既にＮＨＫの電波は日本全国で受信できる

ようになっており、これからの問題として、良質な

番組を作るために情報公開は嫌だという論理が成り

立つかといえば、それは成り立たないだろう。した

がって、私は情報公開すべきだといったのだが、Ｎ

ＨＫは政府か、日本赤十字も政府か、という論理で

対象から外された。 

 この対象外とされたものについてどう扱うかとい

う議論もチラッとあった。開示請求権までは駄目で

も情報提供だけはやらせようかという議論もあった

のであるが、この法律では開示請求権と情報提供義

務はあくまでセットで考えているので、この報告書

では対象外としてものについては一切ぶん投げてし

まったということである。残念ながら、動かしよう

がなかった。 

 

司会：これから国立大学を独立行政法人とするよう

であるが、学問の自由という命題もありながら、独

立行政法人は政府の機関であるから当然情報公開の

対象となる。であれば、ＮＨＫも報道の自由は守り

ながら情報公開してもなんら差し支えないと思う。 

【日銀について】 

 もうひとつは日銀である。日銀が自ら手を挙げた

ので対象となったのはいいが、政府だから対象とす

るという論理に組み込まれて本当にいいのか。法律

屋はともかく経済学の専門家である松原さんや奥野

さんは、これに対してどのような議論を展開したの

か。 

 

松原：私は日銀のヒアリングのときはあいにく欠席

した。ただ、あとで議事録を読むと奥野正寛先生は

私のいいたいことを殆ど述べておられた。つまり、

奥野先生は相対的な自立性の方を強調して、「本当

にいいの？」という懸念を出しておられた。逆に、

経済学以外の先生方は、日銀がいいといっているの

だからいいじゃないか、という議論だった。 

 また、あとでまた日銀の議論が行われたとき（そ

のときは私も参加したが）、大蔵省から離れるとい

うことと国民に対する説明責任が無くなるというこ

ととは別問題であって、大蔵から離れたからといっ
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て情報公開が免除されるということにはならないと

いう意見は述べた。 

 

鈴木：個々の特殊法人が政府機関であるかどうかと

いうところに判断基準を置くこと自体がおかしい。

日銀は日銀として情報公開することは当然だ。 

 

田中：だから、この法律とは別に、日銀は日銀とし

て国民の情報開示請求権を認める法律を別途持つと

いうやり方の方が論理に歪みがない。 

 

松原：日銀は、「日銀の独立性からして一般の行政

機関や特殊法人と同じ仕組みでいいのか、また、情

報公開法における会計検査院と同様な位置づけも一

つの選択肢としてあり得るかと考えている」といっ

たが、思うに、日銀はここで情報公開は嫌だとごね

ることが今まで積み上げてきた独立性とか、大蔵省

ではなく国民の方を向いているという姿勢が疑われ

ることを、日銀が躊躇したのではないか。どうもそ

ういう感じがある。 

 

賀来：中央銀行というのはどういう機関かというこ

とについてはいろんな意見がある。日銀の中にも、

日銀は一切の行政権限を持つべきではないと考える

ピュアーなひともいる。私はあまりそうは考えてこ

なかったし、世界を見てもあとえばアメリカのフェ

デラル・リザーブというのは、通常の金融政策の他

に相当強い許認可権限を持っている。いままでの日

本の大蔵省の銀行行政の殆どの権限を持っている。

だからといって、あれは中央銀行として堕落してい

るとはいえない。私は中央銀行は銀行券の独占発行

権をもっているとか準備預金を無利子で預けさせる

権限を持っているとか、広義の行政権限を日銀が持

っていることは確かであるし、国民に対する説明責

任も当然ある。国家組織のなかで相対的な独立性を

保ちながら、この情報公開の枠組みの中に入ってい

くことには特に違和感は感じない。 

 ちょっと議論がそれるが、この特殊法人等という

ものがどれだけの大きさなのか。政府の規模を国際

比較しようとすると、日本は小さな政府ということ

になる。そのとき、いや特殊法人などを加えれれば

日本は大きな政府なんだ、という説明を聞くが数字

的にどうなっているのか。 

 

松原：特殊法人で働いている人が５０万人。このな

かでＮＴＴとかＪＲが大きい。役員が７００人、そ

のうち半分弱が天下りという数字はある。 

 ただ、難しいのは諸外国と比較するときに、特殊

法人全部を入れて比較していいか。統計上は一般政

府に入るか入らないかをＳＮＡ（国民経済計算）で

は分けている。ＮＴＴとかＪＲは一般政府に入らな

い。したがって５０万人全部が入るわけではない。

したがって、日本の政府が大きいか小さいかという

ときに、国際比較をＳＮＡ上で行うと、残念ながら

小さな政府ということになる。もちろん、このＳＮ

Ａの仕分けが他の国もちゃんとやっているかどうか

はわからない。 

 

鈴木：よその国の国営企業の扱いもよくわからない

し、大体において資料がない。 

 ところで、ＮＨＫはどのような主張をしたのか 

 

【再びＮＨＫについて】 

松原：ＮＨＫの主張は、「国からの出資を受けてい

ない、また、業務も国の行政機能との関連で特定の

事業を担当するものでもない、報道言論にかかわる

マスメディアとしての放送事業である。自主性・自

立性が事業運営の要である。情報公開についてもＮ

ＨＫの自主性を尊重して貰いたい。だから対象外に

してもらいたい。もし、今回対象となると、ＮＨＫ

と視聴者との関係の根幹が崩れる。」つまり、ＮＨ

Ｋだと思っていたら行政機関だったのかと感違いさ

れる。放送法との関係でいえば、放送の自主性とか

自由とかいうのが開示義務とバッティングする。」

というようなものである。 

 

竹中：そのような論理をいうならば、民営化してな

にが悪いということになるが.....。 

 

松原：ＮＨＫの人と議論をしていたら、自分たちは

民間だという。国につくってもらった組織ではなく

て、国民のみなさまにつくっていただいた組織だと

いう。 

 

竹中：だったら、受信料制度をやめてスクランブル

を掛けて見たいものに料金を払う制度にすればいい。

広告を取ってもいい。 

 

松原：やはりいまの受信料制度に支えられている経

営の安定性や財政力が魅力なのだと思う。 
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【商工会議所など補助金団体】 

村山：商工会議所が対象外となっているが、このた

めに地域の商工会議所の情報がとれなくなってしま

う。余計なことをしてくれたといいたい。自治体か

らカネもひともいっていて、なにをやっているのか

情報を開示させることが地域にとって重要な場合が

ある。 

 

松原：要は、今回の作業は補助金が流れていても、

出資がなければ対象外としたわけで、どうしてもこ

ういう結果となった。また、会議所とか公認会計士

協会などという組織は一種のクラブ組織で、構成員

に対する情報開示は必要だがメンバー外には必要な

いという考え方もあった。 

 

竹中：企業や行政機関についての情報公開は、とに

もかくにも進み出している。そうしたなかで、今回、

特殊法人や認可法人の一部を対象外としたことは、

これらの法人の情報公開を抑えて、ここが一番遅れ

るという懸念があるのだがどうか。今の商工会議所

の例もそれだと思う。 

 

松原：私もその立場で、意見が一致するので議論に

ならないのだが、たとえ出資がなくとも、役員の任

命がなくとも、国がつくった法人であるというだけ

で大変なメリットがある。信用度も高まるし、場合

によっては補助金も流れてくる。だから、入れろと

いったのだが通らなかった。何度もくりかえすが、

最終的な判断はその法人が政府か否かであって、商

工会議所は政府か、補助金が流れている私立大学も

政府か、という議論で全てひっくり返された。 

そのもとをただすと、政府の一部を構成するかど

うかが判断基準となっていることであり、更にその

大本には行政機関の情報公開法をベースにして今回

の作業を行ったことがある。当然これがベースです、

といわれてしまう。しかし、結果的には外れたとこ

ろは全ての網から外れることになる。したがって、

ここからが特殊法人改革の大事なところで、こここ

そ政府ではないのだから完全民営化を図っていくの

がいいのではないか。 

 

田中：いままでは法人をベースとした考え方であっ

たが、しかし、関空については事業毎に割って考え

た。これは一つの知恵で、これを拡大し、補助金が

流れている限り政府は説明責任があると考えるべき

ではないか。商工会議所もカネが流れている限り、

その部分については説明責任があることになる。な

ぜ、そういう議論にならなかったのか。 

 行政機関の情報公開法の議論をしていたとき、特

殊法人を見送ったのもやむを得ないかなと思ったの

は、切り方を変えなければ駄目なのかと感じたから

である。それなのに、全く同じ捉え方、切り方にな

ってしまっているから間違いが起きたのではないか。 

 

松原：関空についての妥協案が出てきたとき、これ

は他でも使えると感じた。そこで、カネが流れたら

公開するというのですかと詰めたら、これは関空に

ついての特殊な判断です、ということで終わってし

まった。 

 

田中：大体は主管官庁が情報を持っているから、特

殊法人に請求しなくとも官庁に請求すれば足りるケ

ースが多いだろう。しかし、業務によっては報告し

ていないものもあるだろう。逆に考えれば、そうい

った細かなことも全て政府の説明責任とされては迷

惑だという考え方もあったのか。 

 

鈴木：関空が出してきた案は一見もっともらしいが、

しかし、実際には法人というのはその双方の業務を

合わせて成り立って居るわけで、その一部だけ公開

したところで全容がつかめるわけではない。うまい

こと誤魔化されたのではないか。 

 

松原：関空の案を聞いたとき、これはいいと感じた

のと同時に、これは関空にとって危ない案ではない

かとも思った。ということは、関空を２つの会社に

分離してもいいという考え方に結びつくことになる。

競争があるからホテルなどの部門は駄目というなら

ば、そこに内部補助があってはおかしいことになる。

内部補助もなにもないのならば，すっきりと２つの

会社の分離できることになる。そうなると、そもそ

もの関空をつくった時の発想とは違ってくる。 

 ただ、審議はＮＨＫと関空が一番抵抗して、ヒア

リングも３回やったわけです。顔なじみになるくら

いやりとりがあって、その最後にこの案が出てきた

わけで、これ以外に落としどころがなかったという

のが実情である。 
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２ これからの改革の方向 

【財投改革との関連】 

司会：これまで、今回の情報公開を巡って議論して

きたわけであるが、これから特殊法人改革をどう進

めたらいいのかに話題を移したい。特殊法人改革は

情報公開だけでなく、財投改革とも関連を持ってい

るわけで、それらも含めて、まず、松原さんにご意

見を伺いたい。 

 

松原：財投改革を特殊法人改革とセットにしたい、

という議論は改革のメインだと思う。しかし、財投

機関債の構想が殆ど頓挫し財投債になった、また、

財政融資特別会計がつくられて、そこからお金を配

分していくということになった。したがって、財投

改革と特殊法人改革とをリンクさせていくという考

え方は、もう無理だ。財投債を買うところは、もう

国債も飽和状態であるならば郵貯資金しかないわけ

で、そこもあまり変わらないということになる。 

 

【特殊法人の独立法人化】 

 では、どう改革を進めるかであるが、問題は特殊

法人だけでなく特殊法人「等」であって、これらを

纏めろと従来から主張してきた。先ほど、対象外と

なった法人は独立行政法人にすべきだといったが、

ジャンルとしてわかりやすくなると考えたからであ

る。というのは、この情報公開法の報告書の最後の

表を見てお判りの通り、政府系法人というものに５

つのジャンルがある。特殊法人のほか、独立行政法

人、認可法人、民間法人化された特殊法人、民間法

人化された認可法人というのは国民から見てなんだ

かわからない。今回の作業で、情報公開法の対象と

なる特殊法人と対象とならない特殊法人、対象とな

る認可法人と対象とならない認可法人とに更に分け

てしまったわけである。 

 更に複雑なのは、新総務省設置法をみてもらいた

い。今までは特殊法人が総務庁の行政監察の対象だ

ったのだが、新総務省になると認可法人のなかから

行政監察の対象となるものが出てきた。それは資本

金の２分の１以上国が出資している認可法人である。

平和祈念事業特別基金から下水道事業団に至る１４

の団体をかかげておいたが、この数は多少変動する

かも知れない。いずれにせよ、こうなると認可法人

が３つに分かれることになる。こうしたゴチャゴチ

ャをなくすために、まず移せるものは独立行政法人

に移してしまったらどうかといったわけである。 

 今回の情報公開法の報告書には、「対象法人に関

する情報は、国民に利用しやすく、体系的で分かり

やすく、タイムリーで速やかに提供する必要があ

る」と述べたあとで、インターネットのホームペー

ジでその所在案内情報の整備を図れと書いてある。

これは実は非常に難しい思う。というのは、認可法

人全体を管轄しているところがなく、各省ばらばら

だからである。 

しかし、いずれにしても、こうした情報を整理し

て、どのような法人が存在しているのかをまず国民

の前に明らかにすることが、改革の第１歩だと思う。

反省している鈴木さんに追い打ちを掛けるわけでは

ないが、いつの間にか見えなくなってしまった民間

法人化された認可法人などをもう一度分かりやすく

することが肝要だ。そうしたうえで、それをどこか

が責任をもって統括していくことになれば、改革は

進み出すのではないか。 

 そのあとをどうするかについて今考えているのは、

既得権の処理である。たとえば、道路公団をなくせ

といったならば、建設省としては年俸２千何百万円

の事務次官級の天下りポストを一つ永久に失うこと

になる。これをねじ伏せるだけの政治が出来るかど

うか、非常に疑問である。 

 

鈴木：独立行政法人などという厳かな名前を与えれ

ば、いままでいつ財投のカネがこなくなるかと怯え

ていた人たちは安心するだけだ。それで延命となる。

とはいえ、この世界はカネが来なくなれば確実に縁

の切れ目だから、カネが無くなるかどうかの話だ。

結局、国民が一生懸命国債を買うかどうかというこ

とに帰着すると思う。郵政事業自体もこれからは財

投債を買う以外に運用の方法はないけれども、それ

ではこれまでのような定額貯金といった魅力ある商

品はつくれるわけがないから、そこで自然に集める

額にセーブがかかる。そうなると、国債を買ってく

れる第１の期待者がいなくなるわけで、果たしてこ

のメカニズムがどこで効いてくるかが問題だと思う。

そのかわり郵政省の３０万人の職員は相当ドラステ

ィックに減らしていかないと経営が成り立たないこ

とになる。 

 だから、特殊法人などを纏めるというのはどうも

抵抗があって、おかしなものはおかしげななかで、

いろいろな名前を付けてぶら下げて置いて、おかし

いおかしいといっていたほうがいい。いくつかに差

別をつけておけば、カネの行くところと行かないと
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ころも出てきて、結局整理するか民営化するかの選

択を迫れるのではないか。スカッとはしないが、所

詮、スカッとしない話なので、こちらの方がお勧め

品ではないか。 

 

田中：スカッとさせたらいかんと思う。松原さんが

おっしゃるとおり、自然に独立行政法人に傾斜して

いくと思うが、安易に独立行政法人にするのではな

く、たとえば道路公団であれば、民営化すべき部分

（たとえば管理する部分）は民営化して、つくる部

分について、本当に必要かどうかの吟味をした上で

独立行政法人にする。独立行政法人にすれば、財務

諸表もきちんとつくらなければいけないし、通則法

に基づくルールに従わなければいけなくなる。一挙

に独立行政法人の箱の中にぶち込むのではなく、ひ

とつひとつ、民営化すべき部分、やめて行くべき部

分を吟味していかなければいけない。 

 今度の郵政改革は中途半端だとかいろいろ批判は

あるが、財投に入れることをやめて郵政省が全部運

用するとなれば、仮に国債を買ったり財投債を買っ

たりしても、その責任は全て郵政省がかぶることに

なるわけだから、いまいまでのようにカネだけ集め

てあとは大蔵省の悪口だけ言ってればすむわけには

いかなくなる。個々が非常にこれから面白くなって

行くところで、いずれにっちもさっちもいかなくな

ることを期待している。そこから改革が進むのでは

ないかと思う。 

 

得本：中央省庁改革のフォローの仕事をやってきた

が、独立行政法人についての役所側の説明は、本来

国がやるべきことでなかなか外に出せない，採算も

とれない仕事をやるところだという。つまり、私を

含めて一般の理解というのは、民間に馴染むものは

特殊法人にして、馴染まないのは独立行政法人にし

たということではないか。もしそうだとすると、道

路公団とかをみんな独立行政法人にするというのは、

まさに時代に逆行することになるのではないか。お

かしなものはおかしなものとして、その一つか二つ

かをターゲットとしていくというのが運動論として

はやりやすいのではないか。 

 

田中：特殊法人から独立行政法人になるものがあっ

たとして、今の特殊法人は労働３権をもっている。

国家公務員型の独立行政法人の場合は、団結権、交

渉権（協定権も含む）はあるが争議権はない。特殊

法人が国家公務員型の独立行政法人になるというこ

とはあり得ないし、やらしてはならないと思う。と

なると、独立行政法人のなかに労働３権を持ったも

のが増えてくると、国家公務員型の中からも非公務

員型になって労働３権を持った方がいいという意見

が出てくることが考えられる。 

 

竹中：公務員型と非公務員型を分ける物差しは何か 

 

松原：独立行政法人のなかで、特段の公共性のある

ものが特定独立行政法人ということになって、これ

が公務員型である。そうでないものは一般独立行政

法人で、非公務員型となる。特定というから少数派

かと思ったら逆で、一般独立法人は製品規格協会と

か通産関係４法人だけで、あとは全部特定独立行政

法人になってしまった。郵政公社が国家公務員型に

なったので、それならばとみんな国家公務員型にな

ったと聞いている。 

 

鈴木：国家公務員型の独立行政法人というのは、国

家公務員試験を通らずに採用されて国家公務員と同

じ処遇を受ける、というなんとも不思議な組織とな

る。こういう不思議なものは不思議なままに残して

おいて、次の改革のターゲットとするのでいいので

はないか。 

 

司会：これまでの特殊法人改革論は、結局、分類学

になるか、財源や人員の総枠縛りの議論のどちらか

であった。もっと、政策論を加味した改革論が構築

できないのか。ゴミみたいな法人のことをいくら論

じても国民生活上の関係は薄い。もっと、身近な問

題に即して議論が展開できないものか。たとえば、

住宅政策という観点から住宅金融公庫、都市基盤整

備公団、さらには自治体の住宅供給公社や公営住宅

を引っ括りにして相互の役割分担を考えるというわ

けにかないのか。規制緩和の議論も、最初は許認可

数を減らすこと～始まったのだが今では政策論とリ

ンクさせる方向になっている。特殊法人改革論もも

う一段進化しないといけないのではないか。 

 

松原：たとえば道路公団をターゲットとして攻撃を

仕掛けるということもありうるだろう。ただ、私が

独立行政法人化にこだわったのは、特殊法人のまま

今の日本道路公団法というなかで今の道路公団に対

して情報公開その他の手段で挑むのと、独立行政法
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人になったときに通則法があってそのチェックシス

テムが働く、かつ、個別法で外部の評価委員会を設

けるなど、我々にとって手段が整備されるのと、ど

っちがやりやすいかを考えたからである。いまは公

団と建設省という関係しかない。それが通則法に基

づいたよりオープンな形となった組織の方が手がか

りが得やすいのではないかと考えたからである。自

己改革も進むかもしれない。しかし、鈴木さんがい

われるように固定化してお終いかも知れないという

危惧もあるので、今のところ気持ちは五分五分であ

る。 

 政策論の話だが、誰がどのようなインセンティブ

でやっていくのか。規制改革委員長の宮内さんも孤

立無援だと嘆いておられたが、政府の委員会ですら

そうなんだから、全くの外からどれだけのことが出

来るだろうか。逆にこちらから質問したいくらいだ。 

 

内田：特殊法人の問題は天下りの問題に尽きるので

はないか。だから、公務員制度の改革をしない限り、

いくら特殊法人をいじっても解決できない。政治の

力といっても、生活がかかっていることについては

なかなか難しい。 

 

司会：公務員は６５歳まで再任用ということで天下

りをしなくても済むような制度改革が行われている。

現実は内田さんのいわれるとおりだが、あまりそれ

を強調すると改革が進まなくなるおそれもある。 

 折角の機会なので、いくつかご意見をお聞きした

いのだが、ＮＴＴの問題はこれからどうすればいい

のか。誰でもいいから教えて下さい。 

 

【ＮＴＴとＮＨＫ】 

松原：ＮＴＴは違う会社にしないと接続問題などは

解決しないと考えてきた。持株会社というのは日本

的妥協の産物であるから、再度、きちんと分ける。

そのあと、離合集散があってもそれは構わない。 

 電力も同じことだ。８月１０日には通産省の本館

についての入札が行われ、楽しみにしている。しか

し、東ガスなどに聞くと、託送料金についてはオー

プンになったが、接続の部分で不利な条件が付けら

れていてこれでは入札できないとこぼしていた。や

はり、違う仕事を一部一緒に、一部競争でというの

はおかしい。ＮＴＴは完全分離すべきだと考えてい

る。 

 ＮＨＫはスクランブルをかけるしかない。地上波

もデジタル化するしＢＳもデジタルとなる。ＢＳは

デジタル化しなくとも、既にＷＯＷＷＯＷはスクラ

ンブルをかけている。スクランブルを掛ければ全て

の問題は解消し、お金を払ってくれる人向けの放送

をやればいい。つまらなければ見ないだけのことで

ある。 

 ＮＨＫは公共性で偉そうなことをいうが、ＣＳで

国会ＴＶが月５００円（前は２００円）で国会の中

継などの放送を流している。民間事業者でちゃんと

やれるのだから、ＮＨＫもペイ・パー・ビューであ

るべきではないかと考えている。 

 

田中：私も今の意見に賛成だ。ＮＴＴの幹部は、大

きければ強いのだという観念を持っている。大きく

ないと国際競争できないという固定観念をうち破ら

ないといけないが、段々元に戻りつつあって、この

１５年は何だったのかという感じを持っている。 

 

鈴木：ＮＨＫだけが悪いわけでなく、民放も問題が

多い。つまらない内容の放送のために周波数の一番

いいところを先住民族として占有している。あそこ

を開放したら、どれだけ携帯電話が使えるかわから

ない。内容はスポンサー優先でそれを視聴者に押し

つけている。ＮＨＫも民放も、皆、見る方がお金を

払う仕組みにすべきである。 

 ＮＨＫにいわせると地上波で８割、ＢＳで７割が

受信料を払っているというが、少し数字が高めでは

ないかと思う。しかし、仮にそうだとすれば、今の

民放の状況を見れば，ＮＨＫがスクランブルをかけ

ても、かなりＮＨＫを見るだろうと思う。早くその

方向に切り替えて行くべきであるしＮＨＫ・民放併

せて改革をすべきだと思うが、これはすごい抵抗に

なって、八つ裂きになるだろう。 

 ＮＴＴは、昨年からつまらんことをやって、さて

またどうするか。困った話である。 

 

司会：ということは、持株会社をやめてバラバラに

して、また、ＮＴＴ法も廃止するということか。そ

れならば、単純明快だ。 

 最後に、自民党がまた特殊法人改革を言い出して

いるが、その意味は何か 

 

松原：財政赤字をなんとかするために税金を上げな

ければいけないといってときに、その人質として特

殊法人改革が出てくる。村山内閣の時もそうだった。
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そういう状況が近いという認識があるのではないか。

また、行革会議の作業でも、特殊法人は何とかしな

ければいけないということになっていて、閣議決定

も行われていることもある。その２つが流れだろう。

但し、その着弾点はわからない。 

 

司会：特殊法人は統廃合を繰り返してきたが、結局

全てが延命となっている。もう、統合という考え方

を特殊法人改革から追放すべきではないか、とも思

う。 

 時間が来たので、今日は議論はこのくらいににし

て、又、機会を見て議論を続けたい。     ■ 

 

 

 

《特別寄稿》 

自治体の出資団体等の情報公開 

情報公開クリアリングハウス 

室長 三木 由希子 

 

 自治体の情報公開条例は、今のところいわゆる出

資団体等を実施機関としていない。出資団体等は行

政機関とは別の法人格を持って事業を行っているこ

とから、行政機関が出資団体等の情報をすべて保有

しているわけではない。そのため、情報公開条例で

公開請求できる範囲は自ずと限られてくる。しかし、

最近では出資団体等の情報公開を進めるために制度

化をする動きが出てきている。 

 以前は、出資団体等に情報公開を協力要請する規

定が、三鷹市や日野市の条例に盛り込まれていた。

しかし、その具体的な手続は定められておらず、実

効性に乏しいものだった。なお、最近になり三鷹市

では協力要請を具体化するために個々の出資団体等

が規則を制定している。 

 また、東京都の改正条例は、出資団体が個別に要

綱を制定することとし、行政には要綱制定のための

指導の義務を、出資団体には要綱制定の努力義務を

課ている。東京都は、努力義務の対象になっている

のが「監理団体」とされているもので、25％以上出 

資でとの関与の強い団体がこれにあたる。東京都で

は公益法人版と株式会社版の情報公開モデル要綱を

作り、2000 年 4 月から各団体が要綱を策定して情

報公開を実施している。 

 一方で、北海道などのように出資団体等に対して

情報公開の努力義務を課すとともに、実施機関に対

しては出資団体等に情報提出を要請したり情報収集

に努める規定を条例に盛り込み、その内容や細部を

要綱・規則で定めるものがある。また、四日市市の

ように条例本文には規定がないものの、別途出資団

体に関する要綱を設けている場合もある。 

 こうした要綱・規則を定める際の論点としては、

対象とする団体の範囲と救済制度の 2点があげられ

る。 

 1 つ目の論点である対象範囲について、四日市市

の要綱は 100％出資の団体のみを対象としている

（四日市市には 50％以上 100％未満の出資団体等は

ない）。北海道では、要綱により情報公開の努力義

務を課す対象を出資団体に加え補助金等支出団体を

含めるとともに、出資・補助等の割合・比率を 2分

の 1以上としている。 

 また、群馬県太田市の条例は、出資団体について

は「市の施策に準じた措置を講ずるよう要請」し、

補助団体等のうち「互助事業の総事業費に対する補

助率が 2分の 1以上又は 200 万円以上のもの」につ

いては、「補助金に関する書類を開示するものとす

る」としているものもある。福岡県香春町では、2

分の 1以上出資している法人と年額 100 万円以上の

補助金、助成金、負担金等を交付している団体を対

象としている。この 200 万円、100 万円という下限

はそれぞれの自治体の実情にあわせて設けられたも

のであり、特に根拠があるものではないようだ。 

 ニセコ町は上記のものからさらに一工夫ある。

50％以上の出資団体には情報公開の努力義務を課し

ているが、それに実効性を持たせるために情報公開

に関する協定を締結することになっている。また

100 万円以上の補助団体には、補助金交付の段に情

報公開に関する協定を締結するとなっている。これ

は、条例上に明記されており、情報公開の実効性を

確保するための工夫といえる。 

 2 つ目の論点の救済制度だが、これらの仕組みは

条例ではなく努力義務や要綱での実施のため通常の

行政処分とは異なり、行政不服申立てや行政訴訟に
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よる権利の救済ができない。 

 北海道の規定では、行政機関に請求のあった出資

等団体の情報を保有していない場合は情報提出の要

請ができるとしているため、行政に対して請求のあ

った文書が提出されれば行政機関の保有する情報と

なる。しかし、これはあくまでも出資団体等に対す

る申出であり、北海道は単に「請求」という手続き

の代行をしているだけで、公開・非公開の判断権は

出資団体等自身にある。そのため、行政に対しては

一部の非公開文書についてはすでに非公開部分を黒

塗りしたものを提出し、非公開文書については提出

をしないという解釈をしている。つまり、北海道の

要綱は、行政の関与が請求手続きの代行に過ぎない

こと、公開・非公開の判断権は出資団体等にあるこ

とから、権利救済は事実上できないことになる。 

 最近制定された条例の中には、この不十分な救済

制度を補強する規定を設けているものがある。福岡

県古賀市では、行政と出資等法人の努力義務の他に、

「公開につき不服があるときは、市長が当該出資・

助成団体に対して当該情報を公開する旨の要請を行

なうよう、市長に求めることができる。」と規定し

ている。これは、出資等団体に対する情報公開請求

の結果に不服のある場合、その申し出を受付け、市

長による団体への「要請」ができるという、事実上

の救済を図る仕組みになっている。 

 一方、四日市市の 100％出資の出資団体に限った

情報公開要綱は、対象となる出資団体は 6団体と少

ないものの、要綱の中に異議申出の制度を設け、行

政機関の情報公開審査会の意見を聴いて異議の申出

に回答する義務を、また市長による指導・助言がで

きるとして、非公開の場合の権利救済を事実上行う

仕組にしている。 

 また、香春町の条例は、町が出資等法人との橋渡

しをして公開請求をすることになるが、そのときの

公開・非公開の決定は行政処分と見なされ、不服申

立の対象となるため、権利救済がされる制度になっ

ている。 

 以上にあげたように、出資団体等の情報公開を巡

っては、方法はさまざまで自治体の「工夫」の跡が

ある。出資団体等の情報公開に明確な方針やルール

がないことが、こうしたさまざまな方法を生み出し

ている。 

 さて、今回公表された『特殊法人等の情報公開制

度の整備充溢に関する意見』だが、特殊法人情報公

開法の対象となる法人を一定の基準の元で絞ったた

め、開示請求権を伴う権利救済も保障された法とな

ることが明確に示された。自治体の出資団体等に対

しては、努力義務や申出にとどまり権利救済をうけ

ることができない仕組みであることと比べれは、使

い勝手があると言えよう。しかし、こうした差も設

置根拠のある特殊法人等と、設置根拠がほとんどな

い自治体の出資団体の違いに起因している。 

 この差を少し縮めたのが、2000 年 5 月に、自治

省・建設省が情報公開検討委員会で明らかにした自

治体の出資団体について新たな見解である。それに

よると、地方三公社を情報公開条例の実施機関に加

えることを妨げないというものだ。地方三公社とは、

土地開発公社、地方道路公社、住宅供給公社を指す

が、これらについては少なくとも実施機関として条

例に加えることができるようになった。これまで、

土地開発公社を実施機関として加えようとした自治

体はあったが、県からの指導などで実施機関から削

除をしてきた経過がある。あまり大きなニュースに

ならなかったが、特殊法人の情報公開法の検討の過

程で得られた大きな成果だ。今後、三公社を持つ自

治体が実施機関としてこれらを加えることが、大き

な課題となっている。 

 また、情報公開とは別の課題となるが、情報公開

を進めると同時に出資や補助の支出のあり方を見直

すことが必要だ。特殊法人改革は情報公開と同じく

らい大切な課題だが、自治体での取り組みを紹介し

ておきたい。我孫子市は、補助金の支出を一度すべ

て白紙にし、公募により補助金の交付先を決定する

ようにしている。補助金交付基準を作り、補助金が

欲しい団体は事業の規模や目的、スケジュールなど

を記した事業計画書等を作成して申請をし、それを

補助金等検討委員会が審査をする。審査では、判定

基準に基づき事業を「採点」し、50 点満点で 23 点

以下は原則として交付されないことになっている。

平成 11 年の評点を見ると、市議会の市政調査研究

費補助金は、公募ではなく施策的な交付として検討

されているが、評点は 24 点となっている。また、

医師会運営費補助金や歯科医師会運営費補助金など

は 22点と補助金交付の基準に満たなかった。 

 なぜ、補助をする必要があるのかを第三者が検討

し、必要な事業についてのみ公的な資金が提供され

る。我孫子市の試みは非常に新しく、また時代の空

気にあっている。特殊法人にも、一度サンセットを

し、必要なものだけに資金が提供されるといった改

革も、情報公開と並行して行う必要があるだろう。
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去る８月７日に開催されました第２３回定時総会において、９９事業年度（９９年７月～２０００年６月）の事業報告、決算

報告が了承されましたので、ご報告いたします。 

 

１９９９事業年度 

社団法人行革国民会議事業報告 

 

２０００年８月７日 

第２３回定時総会 

 １９９９事業年度（１９９９年７月１日から２０００年６月３０日まで）における社団法人行革国民会議

の活動は次の通りである。 

 

１ 第２１回総会の開催 

 １９９９年８月６日、第２１回総会を開催し、

９８年度決算の承認と「この１年間の行革の歩み

（９９年度版）」（後述）を発表した。 

 なお、総会議事終了後、規制改革委員会宮内義

彦委員長から「規制改革に関する論点公開」を中

心に規制改革委員会の活動について話を伺い、意

見交換を行なった。 

２ 第２２回総会の開催 

 ２０００年６月２２日、第２２回総会を開催し、

２０００年度予算・事業計画の決定ならびに役員

改選を行った。 

 総会終了後、東京大学経済学部宮島洋教授から、

これからの財政構造改革の進め方について話を伺

ったあと、意見交換を行った。 

３ 「この１年間の行革の歩み」１９９９年度版

の発表 

 ９９年８月６日の第２１回総会において、「こ

の１年間の行革の歩み」（９９年度版）を承認し、

公表した。これは、行革国民会議の行革関連新聞

記事データベースから、主要項目毎に記事を検索

し、それを年表形式にまとめ、簡単なコメントを

つけたものである。１９８４年の「行革の進捗状

況の採点表」の発表から数えて１５回冊めになり、

また、１９８８年に現在の形式で作成するように

なってからも１３冊めの発表となる。 

４ 会員討論会の開催 

 国民会議として議論しておくべき重要テーマに

ついて、以下の通り会員懇談会を開催した。その

模様はすべて国民会議ニュースに掲載した。 

 ９９年 ８月 ６日 「規制改革委員会の論点

公開」について、宮内義彦規制改革委員会委員長

から話を伺った後、意見交換を行った 

 ９９年１０月 ４日 「日本経済改革・金融シ

ステム改革の戦略」をめぐって、山口義行立教大

学経済学部助教授から話を伺い、意見交換した。 

 ９９年１１月１７日 「これからの税制のあり

方」について、八田達夫東京大学空間情報科学研

究センター教授から話を伺い、討論を行った。 

 2000 年 ３月１０日 「日本における医療保

障制度のあり方」について、城戸喜子慶応大学商

学部教授から話を伺い、意見交換を行った。 

 2000 年 ３月３０日 「電力の規制緩和とそ

の影響」について、植草益東洋大学教授のほか電

事審メンバーや東電、イーパワーなど関係者を招

いて、討論を行った。 

 2000 年 ６月２２日 「財政構造改革」につ

いて、宮島洋東京大学経済学部教授を招いて討論

をおこなった。 

 このほか、後掲の「市民立法機構」の第４回総

会（2000 年５月１２～１３日）には、国民会議

の会員にも参加を呼びかけた。 

５ 市町村主権フォーラムの活動 

 ９９年６月７日、それまでの「パイロット自治

体会議」のメンバーを中心に「市町村主権フォー

ラム」を結成した。 

 まず、首長レベルの会合を次の通り開催した。 

 ９９年１０月 ４日  安田養次郎三鷹市長か

ら報告 

 ９９年１２月２４日  小倉満大垣市長から報

告 

 2000 年 ４月 ５日  滝井義高田川市長、

竹内謙鎌倉市長からそれぞれ報告 

 また、メンバー市の財政担当者による「地方財

政研究会」を９９年８月に結成し、税源移譲とこ

れからの財政調整制度を中心に検討を開始し、

近々、その試案を発表する予定である。 
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６ 「市民立法機構」への参加 

 改革をめざす多くのグループの連係を図るとと

もに、それを具体的な改革に結びつけていくため

に、国民会議と全国市民運動センターが共同事務

局となって、９７年５月９日に市民立法機構が発

足した。 

 2000 年５月１２日～１３日、その第４回総会

が開催され、これからの市民立法推進にあたって

の具体的問題点などを中心に話し合いが行われた。 

 現在進行中のプロジェクトは、リターナブル瓶

普及プロジェクト、条例Ｗｅｂ（自治体に立法府

を作るプロジェクト）、市民セクター経済圏研究

会であり、また、男女共働社会研究会も活動を再

開する予定である。更に、市民税調結成の検討も

行われている。 

７ 研究会の開催 

 市町村主権フォーラムや市民立法機構の研究会

は活動したが、国民会議独自の研究会は活動しな

かった。しかし、近々、税財政改革の問題の研究

会を立ち上げるべく準備中である。 

８ 委託調査・研究の実施 

 ９９年度は２つの委託調査を行なった。 

① 規制緩和の進捗状況調査 

 ここ１０年ほどの規制緩和の進捗状況を部門ご

とに整理し、今後の課題を明らかにするための調

査である。第１次調査報告書は９９年３月に提出

したが、それをもとに最新の数字などを入れ替え

て、９９年９月に完成した。 

② 財政自立と地域産業政策の研究 

 税財源の移譲が効果を発揮するためには地域産

業政策によって税源の涵養が必要であるとの観点

に立って、まず税財源以上のシミュレーションと

ごく簡単な国・地方、市町村間、都道府県間の財

政調整システムのモデルを提示し、さらに今後の

地域産業政策の方向をスケッチしたものである。

２０００年度には、引き続きこの地域産業政策の

具体策を検討する。 

９ 行革関連新聞記事データベースの作成 

 １９８１年の臨調発足以来、新聞記事のクリッ

ピングを行っているが、そのデータベース化を８

７年１２月から開始し、2000 年６月末で１２年

半分の蓄積となった。件数にして焼く１３万件の

データが蓄積されている。その一部は主要項目毎

に年表形式に整理して、毎年、「この１年間の行

革の歩み」として発表している。 

10 国民会議ニュースの発行 

 国民会議の機関紙である「Citizens Forum for 

Renewal」は、月刊で発行しているが、2000 年６

月号で１１６号となった。また、ニュースはその

ままホームページにも掲載している。 

11 ホームページの充実 

 ９８年９月からインターネットにホームページ

を開設した。アドレスは 

         http://www.mmjp.or.jp/gyoukaku 

である。国民会議ニュースのほか、新聞記事クリ

ッピング・データなどを載せているほか､市町村

主権フォーラムのコーナーも設けている。 

12 その他の日常活動 

 民間の立場から行革全般に対してウオッチして

いる専門組織として、行革国民会議に対する新

聞・雑誌等の取材は多い。また、シンポジューム

や政党・市民団体の勉強会などにも参加した。 

 このほか、２０００年３月からイマジン出版社

の「実践自治」の編集に参加、さらに現在地域経

済関係の雑誌の創刊を計画中である。 

13 会員ならびに役員 

 ２０００年６月３０日現在、個人会員は１０７

名、維持会員は７８社（団体）である。 

 

社団法人行革国民会議 役員 

２０００年７月１日 

代表  恒松 制治  前獨協大学学長 

理事  井上 義國  ダイキン工業特別顧問 

    今井  敬  経済団体連合会会長 

    小倉 昌男  ヤマト福祉財団理事長 

    加藤  寛  慶応義塾大学名誉教授 

    亀井 正夫  住友電気工業相談役 

    草野 忠義  自動車総連会長 

    河内山大作  化学エネルギー鉱山労協議長 

    鈴木 良男  旭リサーチセンター社長 

    高木  剛  ゼンセン同盟会長 

    得本 輝人  金属労協議長 

    宮内 義彦  オリックス会長 

    吉井 眞之  造船重機労連委員長 

    鷲尾 悦也  連合会長 

理事 

事務局長並河 信乃  行革フォーラム代表 

監事  内田 公三  経済団体連合会事務総長 

    笹森  清  連合事務局長 
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１９９９年度会計収支決算 
 自 １９９９年７月 １日 
 至 ２０００年６月３０日 

（１）収入の部 

                                                   （単位 円） 

       勘 定 科 目                  決  算  額    

    大 科 目     中 科 目    予 算 額      大 科 目     中 科 目       差 異   

   会 費 収 入              24,000,000     19,140,000              △4,860,000  

                    正会員会費      1,000,000                   840,000       △160,000  

                    維持会員会費   23,000,000                18,300,000     △4,700,000  

             未 収 金              0                        0              0  

   事 業 収 入                8,000,000        6,599,556                △1,400,444  

             受託費収入     8,000,000                    6,599,556      △1,400,444  

   寄 付 金 収 入                 0       2,200,000                       2,200,000   

   繰 越 金 収 入               7,287            7,388                      101    

   利 息 収 入                   0             2,489                    2,489  

   雑 収 入                      0               0                         0  

  引当金取崩し                     4,000,000        4,000,000                                0  

    収 入 の 部 の 合 計       36,007,287     31,949,433     31,949,433      △4,057,854  

 

 (２) 支出の部 

                                               （単位 円） 

      勘 定 科 目           

    大 科 目   中 科 目    予 算 額         大 科 目      中 科 目         差 異   

  〔事 業 費〕                 13,880,000        10,240,912                      △3,639,088  

     会 議 費                     880,000         1,017,227                          137,227  

             会員討論会        450,000                         688,189        △238,189  

             総会・理事会     330,000                          329,038            △962  

             連絡会           100,000                                 0        △100,000  

   調 査 研 究 費                10,750,000         7,336,804                      △3,413,196  

             調査研究費      7,550,000                        4,453,254      △3,096,746  

            データ入力      3,200,000                       2,883,550        △316,450  

   会 報 発 行 費                    800,000           704,535                        △95,465  

   資 料 購 入 費                300,000          282,346                         △17,654  

  市 民 立 法                      1,150,000           900,000                        △250,000  

  〔管 理 費〕                  22,060,000        21,553,486                        △506,514  

   事 務 所 経 費                5,000,000         4,885,718                        △114,282  

   人 件 費                    17,000,000        16,660,004                        △339,996  

   什 器 備 品                        20,000            3,129                         △16,871  

   雑 費                        40,000           4,635                        △35,365  

   退職金引当金                            0                 0                          0  

   予 備 費                      60,000              0             0         △60,000  

   会費未収処理                      0              0              0              0  

   次期繰越金                       7,287         155,035         155,035          147,748  

    支 出 の 部 の 合 計     36,007,287      31,949,433     31,949,433      △4,057,854   

 

 

【事務局より】 
１ ８・９月合併号となり、しかも発行がぎりぎり月末になったことをお詫びいたします。 
２ 特殊法人の情報公開との関連で、情報公開クリアリングハウスの三木さんに、自治体の条例制定状況を
簡単に解説してもらいました。あわせてお読み下さい。 
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